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第 5 章 噴火履歴に基づく火山災害危険度評価 

5.1 火山災害危険度の評価方法 

火山災害危険度の評価の流れを以下に示す。 

 

① 第３章で作成した噴火実績図、第４章で設定した損害区分別被災率、250m メッ 

シュ別世帯数（木造／非木造別）※1に基づき、噴火ごとの被災世帯数を推計す 

る※2。 

② ①で推計した噴火ごとの被災世帯数を合計し、それを噴火の考慮期間（通常噴火

は 1万 5千年、大規模噴火は 12 万 5 千年）で除して、１年あたりの被災世帯数を

計算する。 

③ ①、②の計算を全ての噴火について行い、足し合わせて１年あたりの被災世帯数

合計を計算する。 

④ １年あたりの被災世帯数合計を全国計世帯数で除して、全国平均の火山災害危険

度を計算する。 

※1 250ｍメッシュ別世帯数（木造／非木造別）は、「平成 27 年国勢調査に関する地域メッ

シュ統計」の世帯数を「平成 25 年住宅・土地統計調査（市区町村編）」から推定した

市区町村別の非木造と木造の割合により按分した世帯数を用いた。（以下同じ） 

 

※2 当該メッシュが複数の火山現象により被災する場合は、被害を重複して集計することが

ないよう（被害程度別の被災率の合計が１以下となるよう）、大きな被害程度の被災率

から調整して集計する。火山現象の被災範囲に含まれる 250m メッシュの抽出イメージ

を図 5.1.1 に示す。 

 

 

図 5.1.1 火山現象の被災範囲に含まれる 250m メッシュの抽出イメージ 

（ある火山現象の被災範囲と 250m メッシュが交差するものを抽出する。） 
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5.2 被災世帯数の推計イメージ例 

本節では、桜島 1779 年噴火を例として、被災世帯数の推計イメージを示す。この噴火

による火山現象は、溶岩流、火山灰、噴石である。噴石の分布は、既往研究により示され

ていないが、対象とする全火山で火口から半径 4km まで 1km ごとに範囲を設定し、各範囲

ごとに被災率を設定する。 

桜島 1779 年噴火による火山現象を図 5.2.1 に、溶岩流被災率を図 5.2.2 に、火山灰被

災率を図 5.2.3 に、噴石被災率を図 5.2.4 に、被災世帯数の推計イメージを図 5.2.5 に

示す。 

 

図 5.2.1 桜島 1779 年噴火による火山現象 

 

 

図 5.2.2 桜島 1779 年噴火による溶岩流被災率（全壊被災率、木造・非木造共通） 
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図 5.2.3 桜島 1779 年噴火による火山灰被災率（木造・全壊被災率） 

 

 

図 5.2.4 桜島 1779 年噴火による噴石被災率（全壊被災率、木造・非木造共通） 

 

  

噴石全壊被災率 
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図 5.2.5 被災世帯数の推計イメージ 

 

5.3 噴火実績図に基づく被災世帯数の推計結果 

噴火実績図に基づく被災世帯数の推計結果として、表 5.3.1 に通常噴火の結果を、 

表 5.3.2 に大規模噴火の結果を示す。 

通常噴火で被災世帯数の合計が最も多いのは富士山 1707 年噴火（表 5.3.1(1)）の 111

万件である。富士山 1707 年噴火では火砕流や溶岩流の実績はないが、火山灰が住宅の多

い都心に大きな影響を与えるため、被災世帯数が多くなったと考えられる。また、火砕流

（到達で全壊）の被災数が多いのは榛名山 497 年噴火（表 5.3.1(1)）の 9.8 万件である。

これは、火砕流が前橋市、高崎市、渋川市に達したためである。 

大規模噴火で被災世帯数の合計が最も大きいのは阿蘇カルデラ噴火（87,500yBP、 

表 5.3.2）の 2,900 万件である。火砕流の被災数が多いのは箱根噴火（62,500yBP、表

5.3.2）の 851 万件が最大で、阿蘇カルデラ噴火による 486 万件を上回っているが、箱根

の場合は世帯数の多い東京都や神奈川県の市街地のほとんどに火砕流の被害がおよぶため、

このような結果になったと考えられる。また、阿蘇の噴火による火山灰の厚さは、分布図

としては最大 15cm までしか記載されておらず、本研究の調査の範囲ではそれ以上の厚さ

の分布に関する研究は入手できなかったため、今回試算を行った阿蘇カルデラ噴火による

全壊被災件数は過少評価になっていると考えられる。 

  

例 2） 

火山灰堆積厚さ 50cm 

  ↓ 

全損被災率   0.5 

小半損被災率 0.5 

  ↓ 

世帯数 10 

  ↓ 

全損被災世帯数     5 

小半損被災世帯数   5 

例 1） 

火山灰堆積厚さ   50cm 

  ↓ 

全損被災率       0.5 

小半損被災率     0.5 

 

溶岩流全損被災率  1.0 

  ↓ 

全損被災率       1.0 

  ↓ 

世帯数 = 2 

  ↓ 

被災世帯数 = 2 
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表 5.3.1(1) 通常噴火の実績図に基づく被災世帯数の推計 

火山名･噴火名 
被災世帯数注１（火山現象別） 被災世帯数注２ 

（一部損壊以上） 
溶岩流 
(全壊) 

火砕流 
(全壊) 

泥流 
(全壊) 

噴石 
(全壊) 

火山灰 
（一部損壊以上） 

摩周 900 年前 2 0 0 0 5,867 5,867 
摩周 7590 年前 0 0 0 0 13,376 13,376 
摩周 7780 年前 0 0 0 0 15,154 15,154 
摩周 14000 年前 0 0 0 0 13,406 13,406 
雌阿寒岳 13861 年前 0 0 0 0 250 250 
利尻山 9075 年前 0 0 0 0 1,787 1,787 
樽前山 1739 年 0 0 0 0 57,425 57,425 
樽前山 1667 年 0 12 0 0 82,156 82,168 
樽前山 3000 年前 a 0 0 0 0 8,547 8,547 
樽前山 3000 年前 b 0 2 0 0 5,742 5,744 
樽前山 10000 年前 0 0 0 0 1,815 1,815 
有珠山 1663 年 0 315 0 9 9,804 9,912 
駒ヶ岳 1929 年 0 114 0 0 1,684 1,707 
駒ヶ岳 1640 年 0 12 2,857 0 20,906 21,683 
駒ヶ岳 6300 年前 0 359 0 0 2,460 2,819 
駒ヶ岳 6550 年前 0 86 0 0 1,932 1,990 
渡島大島 669 年前 0 0 0 0 6,297 6,297 
渡島大島 3660 年前 0 0 0 0 3,569 3,569 
十和田 915 年 0 0 0 6 21,651 21,651 
十和田 6200 年前 0 0 0 6 19,178 19,178 
十和田 9400 年前 0 5,854 0 0 27,861 30,788 
岩手山 6838 年前 0 0 52,663 0 0 52,663 
秋田駒ヶ岳 13595 年前 0 0 0 0 3,463 3,463 
鳥海山 2500 年前 0 0 6,509 0 0 6,509 
肘折 12000 年前 1 240 0 23 12,658 12,736 
磐梯 1888 年 0 0 483 0 0 483 
沼沢 5350 年前 0 9,845 0 3 41,493 44,259 
榛名山 522 年 0 10,905 0 8 35,778 44,764 
榛名山 497 年 0 97,519 0 8 7,375 97,519 
榛名山 11138 年前 1 14 2,794 16 0 2,809 
浅間山 1783 年 7 291 52,380 0 26,399 79,058 
浅間山 1128 年 0 0 0 0 187,528 187,528 
浅間山 1108 年 0 8,048 0 0 184,204 191,030 
浅間山 1600 年前 0 0 0 0 98,261 98,261 
浅間山 13225 年前 0 17,576 0 0 0 17,576 
富士山 1707 年 0 0 0 0 1,105,279 1,105,279 
富士山 937 年 5,964 0 0 0 0 5,964 
富士山 864 年 453 0 0 0 0 453 
富士山 925 年前 0 0 0 0 163 163 
富士山 1265 年前 0 0 0 0 1,395 1,395 
富士山 1510 年前 3,122 0 0 0 0 3,122 
富士山 1555 年前 566 0 0 24 0 580 
富士山 2200 年前 c 0 0 0 0 31,846 31,846 
富士山 2220 年前 a 202 0 0 0 0 202 
富士山 2300 年前 0 0 0 0 7,154 7,154 
富士山 2580 年前 a 0 0 29,608 0 0 29,608 
富士山 2980 年前 0 0 0 0 38,862 38,862 
富士山 3010 年前 7 0 0 0 15,728 15,735 
富士山 3090 年前 0 0 0 0 2,465 2,465 
富士山 3110 年前 0 0 0 0 14,969 14,969 
富士山 3150 年前 0 0 0 0 4,355 4,355 
富士山 3750 年前 ad 8,639 0 0 0 0 8,639 
富士山 3750 年前ｔ 4,945 0 0 0 0 4,945 
富士山 4840 年前 0 0 0 0 3,509 3,509 
富士山 7330 年前 4,568 0 0 0 0 4,568 
富士山 8500 年前 a 429 0 0 0 0 429 
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表 5.3.1(2) 通常噴火の実績図に基づく被災世帯数の推計 

火山名･噴火名 
被災世帯数注１（火山現象別） 被災世帯数注２ 

（一部損壊以上） 
溶岩流 
(全壊) 

火砕流 
(全壊) 

泥流 
(全壊) 

噴石 
(全壊) 

火山灰 
（一部損壊以上） 

富士山 8500 年前 b 16,548 0 0 0 0 16,548 
富士山 8670 年前 1,758 0 0 0 0 1,758 
富士山 9000 年前 r 2,467 0 0 0 0 2,467 
富士山 9000 年前 w 979 0 0 0 0 979 
富士山 9030 年前 25,976 0 0 0 0 25,976 
富士山 9500 年前 b 16,693 0 0 0 0 16,693 
富士山 9500 年前 f 878 0 0 0 0 878 
富士山 9500 年前 h 4,675 0 0 0 0 4,675 
富士山 9500 年前 j 1,702 0 0 0 0 1,702 
富士山 9500 年前 k 1,410 0 0 0 0 1,410 
富士山 9500 年前 l 2,554 0 0 0 0 2,554 
富士山 9500 年前 n 22,406 0 0 0 0 22,406 
富士山 9550 年前 25,349 0 0 0 0 25,349 
富士山 9975 年前 0 0 0 6 6,083 6,086 
富士山 11650 年前 39,143 0 0 0 0 39,143 
箱根山 7906 年前 0 1,499 0 15 0 1,510 
伊豆東部火山群 2700 年前 642 0 0 64 1,145 1,821 
伊豆東部火山群 3125 年前 0 55 0 0 136,582 136,582 
伊豆東部火山群 4075 年前 8,231 0 0 187 10,659 11,461 
伊豆東部火山群 13306 年前 149 0 0 45 452 462 
伊豆大島 1684 年 3,931 0 0 0 0 3,931 
伊豆大島 1421 年 908 0 0 74 0 928 
伊豆大島 1338 年 382 0 0 0 1,215 1,460 
伊豆大島 12700 年前 0 0 0 0 770 770 
新島 886 年 23 1,117 0 0 0 1,117 
神津島 838 年 3 1,049 0 18 920 1,049 
三宅島 1000 年前 0 0 0 51 447 459 
三宅島 1600 年前 0 0 0 36 199 219 
三宅島 1650 年前 440 0 0 1 0 441 
八丈島 3508 年前 0 2,983 0 286 218 3,016 
八丈島 6408 年前 0 2,983 0 36 1,800 3,169 
八丈島 7137 年前 3,116 0 0 4 0 3,116 
八丈島 10496 年前 0 0 0 286 3,453 3,454 
八丈島 12385 年前 0 0 0 212 1,078 1,197 
八丈島 14273 年前 0 0 0 10 1,590 1,590 
青ヶ島 2389 年前 125 0 0 4 0 125 
青ヶ島 3094 年前 0 125 0 4 0 125 
青ヶ島 3777 年前 125 0 0 21 0 125 
阿武火山群 11400 年前 414 0 0 105 0 449 
阿蘇山 3986 年前 a 12 0 0 0 1,951 1,963 
雲仙 1991-95 年 0 51 0 0 0 51 
雲仙岳 1792 年 0 0 6,011 0 0 6,011 
雲仙岳 6020 年前 0 0 2,232 0 0 2,232 
霧島山 788 年 2 0 0 0 2,121 2,123 
霧島山 3162 年前 114 0 0 13 80,487 80,488 
霧島山 7400 年前 0 0 0 0 6,810 6,810 
米丸・住吉池 8100 年前 0 2,678 0 118 1,662 2,703 
桜島 1914 年 262 0 0 4 1,227 1,491 
桜島 1779-82 年 64 0 0 0 332 377 
桜島 1471-76 年 151 0 0 4 4,996 5,058 
桜島 10600 年前 0 0 0 0 6,580 6,580 
池田・山川 6400 年前 0 16,312 0 27 14,869 21,376 
開聞岳 1900 年前 0 0 0 10 6,767 6,767 
計 210,537 180,044 155,537 1,748 2,438,157 2,939,256 

注１：溶岩流、火砕流、泥流、噴石および火山灰の各火山現象別に被災すると仮定して計算した被災世帯数 

注２：各火山現象の内、一番大きな被災率に基づき計算した被災世帯数 
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表 5.3.2 大規模噴火の実績図に基づく被災世帯数 

火山名･噴火名 

被災世帯数注１（火山現象別） 
被災世帯数注２ 

（一部損壊以上） 火砕流（全壊） 
火山灰 

（一部損壊以上） 

姶良カルデラ 1,010,476 14,709,019 14,709,019 

赤城山 0 1,029,793 1,029,793 

阿蘇カルデラ 4,861,020 28,814,291 28,814,291 

阿多カルデラ 939,334 30,679 939,334 

大山 0 1,081,713 1,081,713 

箱根 8,509,324 3,215,734 8,767,106 

鬼界カルデラ 0 128,770 128,770 

九重山 1,505 0 1,505 

クッタラ 4,313 186,640 186,654 

摩周カルデラ 214,900 326,618 434,068 

鳴子 0 101,638 101,638 

濁川カルデラ 0 93,621 93,621 

御嶽山 0 9,145,992 9,145,992 

三瓶山 0 95,625 95,625 

支笏カルデラ 624,947 563,865 939,285 

立山 0 267,772 267,772 

十和田カルデラ 784,896 0 784,896 

洞爺カルデラ 35,632 2,034,830 2,034,830 

銭亀カルデラ 0 16,679 16,679 

大規模噴火計 16,986,346 61,843,280 69,572,590 

 

注１：火砕流および火山灰の各火山現象別に被災すると仮定して計算した被災世帯数 

注２：各火山現象の内、一番大きな被災率に基づき計算した被災世帯数 

 

5.4 火山災害危険度の試算結果 

5.3 で推計した被災世帯数に基づき計算した火山災害危険度の結果を表 5.4.1 に示す。 

 

表 5.4.1 火山災害危険度試算結果 

項   目 被災世帯数(A) 
年平均被災世帯数(B) 

B = A / 考慮期間 

1 戸あたりの 

年平均被災率(C) [‰] 

C = B / D × 1000 

通常噴火 

（考慮期間：1.5 万年） 
2,939,256 196 0.0037 

大規模噴火 

（考慮期間：12.5 万年） 
69,572,590 557 0.0104 

通常＋大規模噴火 

（年平均値） 
― 753 0.0141 

H27 国勢調査全国世帯数(D) 53,331,797 
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第 6 章 まとめ・今後の課題 

 

6.1 まとめ 

本研究では、前回研究のアプローチを踏襲し、日本全国を対象に、噴火履歴に基づく火

山災害危険度評価の検討を行った。 

年代による噴火履歴情報の密度の違いや建物被災度の設定など、さまざまな課題がある

中で、現在入手できる噴火履歴情報（過去の噴出物分布図）に基づく危険度評価手法とい

う観点からは一定の成果が得られたと考えられる。次節に、本研究の検討を進める中で分

かった課題、将来的な危険度評価のために必要な課題などについて主なものをまとめる。

今後それらの課題について検討を進め、より精度の高い火山災害危険度評価を目指してい

く必要がある。 

 

6.2 今後の課題 

本研究の内容をふまえ、火山災害危険度評価の精度を向上させていく上での課題につい

て述べる。 

 

①火山現象別の住宅建物の損害区分別被災率の設定に関する課題 

本研究では、過去の被害事例や既往研究などを参考に各火山現象による住宅建物

の損害区分別被災率を設定した。しかしながら、（他の自然災害に比べて）火山噴

火の発生頻度が低いこともあり、火山災害による被害事例が少なく、また被災建物

について詳細な調査をした事例も多くないため、各火山現象と建物被害の関係はよ

く分かっていない部分が多い。 

火山災害危険度を精度よく評価するためには、損害区分別被災率は非常に重要で

あるため、今後の火山災害において建物被害の調査を積み重ね、より多くのデータ

を蓄積していくことが重要である。 

 

②噴火履歴情報に関する課題 

第２章でみたように、古い年代の噴火履歴情報の密度が低いため、結果として火

山噴火災害危険度を低めに評価してしまう可能性がある。実際、どの火山現象でも

全体的には過去に遡って区間をとった方が発生頻度が低い値となる傾向があった。

これは、古い時代の火山噴出物が新しい時代の噴出物に覆われてしまうと、その存

在を確認したり、存在が確認できた噴出物の広がり（分布）を把握することが難し

いという火山災害に特徴的な理由により噴火履歴情報が失われているためと考えら

れる。特に、小規模噴火の後に大規模噴火が発生すると、小規模噴火の痕跡が消え

てしまう、あるいは、２つの噴火の区別がつかなくなるなどの問題点がある。また、

火山により、調査研究の実施状況、噴火履歴の調査精度などが異なるため、あまり

調査研究の進んでいない火山が存在することも理由の一つとして考えられる。した
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がって、火山災害危険度の評価にあたっては、評価の目的に応じた適当な評価対象

期間を設定していく必要がある。 

噴火履歴情報に関するもう一つの課題としては、噴出物分布が得られていても、

噴火の発生時期が定められていないものが存在する点が挙げられる。本研究では、

年代が不明の噴火の発生時期を年代が既知の前後の噴火から内挿して設定したが、

精度の高い危険度評価のためには、噴火発生時期の精度向上が必要である。 

これらの課題については、今後の火山噴火や火山災害に関する調査研究の進展に

期待したい。 

 

③危険度評価の対象にすることができなかった火山現象 

本研究では、多様な火山現象のうち、火山灰・火砕流・溶岩流・岩屑なだれ・噴

石・火口の６つの現象について定量的な危険度評価を行った。その他の土石流･火山

泥流、津波、地震などについては、噴出物分布や影響範囲の分布に関する情報がほ

とんど得られなかったため危険度評価の対象とすることができなかった。火山災害

危険度という意味では、それらの火山現象についても考慮することが望ましいため、

噴火履歴情報によらない評価手法について検討していく必要がある。 
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